
令 和 ６ 年 度 旅 券 作 成 業 務
一般競争入札参加資格審査申請書

令和 年 月 日

北海道知事 鈴木 直道 様

（申 請 者）

所 在 地

商号又は名称

代表者職・氏名

担当者氏名

連絡先（電話番号）

北海道で発注される「令和６年度旅券作成業務」の入札に参加したく、関係書類を添

えて一般競争入札参加資格の審査を申請します。

なお、この申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約し

ます。

また、申請書、添付書類に虚偽の記載をした場合、これにより入札参加資格の取消を

されても異議の申し立てをしません。



商号又は名称 所 在 地（TEL・FAX） 代表者職・氏名

本 〒

社 TEL ( ) FAX ( )

業務を 〒
処理す
る事業
所 TEL ( ) FAX ( )

設立年月日 年 月 日 資本金 千円 営 業 種 目

役 員 （開始年月）

役職名 氏 名 役職名 氏 名

（企業内組織・支店等）

年間売上高 前々年 千円 前 年 千円

国又は地方公共団体と電子計算機によるデータ入力業務を主たる内容とした契約実績
（資格審査を申請する日の直前２年間における契約実績）

団 体 名 業 務 名 金額（千円） 期 間



情報セキュリティ管理体制について

◎ＩＳＭＳ（情報セキュリティーマネジメントシステム）について

認 証 取 得 日 年 月 日 有効期間満了日 年 月 日

◎プライバシーマーク制度について

認 証 取 得 日 年 月 日 有効期間満了日 年 月 日

◎従業員に対するデータ保護教育を具体的に記入してください



申出事項

入札に参加するに当たり、次のとおり申し出ます。

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号に掲げる者（未成年者、被保佐人又
は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は含まれない。）で
ないこと。

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除さ
れている者でないこと。

（３）道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。

（４）暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されて
いないこと。

（５）暴力団関係事業者等でないこと。

（６）次に掲げる税を滞納している者でないこと。
ア 道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）
イ 本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）
ウ 消費税及び地方消費税

（７）次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと（当該届出の義務がない場
合を除く。）。
ア 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出
イ 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出
ウ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出

（８）令和６年３月５日において引き続き２年以上電子計算機によるデータ入力業務
を営んでいる者であること。

（９）資格審査を申請する日の直前２年間に、国又は地方公共団体と電子計算機による
データ入力業務を主たる内容とした契約実績があり、かつ、誠実に履行した者であ
ること。

（10）情報セキュリティ管理体制が確立されており、入札日までにＩＳＭＳ適合性評価
制度の認証及びプライバシーマーク制度の認定をともに受けている者又は令和６年
３月３１日までに当該認証若しくは認定を得られる見込みの者であること。



参加資格申請書の記載における注意事項

○告示日 令和６年３月６日

法 人 個 人
商号又は名称 登記簿上の商号 使用している名称（屋号）
所在地（本社） 登記簿上の本店の所在地 営業の本拠となっている住所
業務を処理する 所在地（本社）と同一の場合は、 同左
事業所 省略可
代 表 者 登記簿上の代表者の職氏名 戸籍上の氏名
資 本 金 直前決算時の賃借対照表の金額

（千円未満切り捨て）

○設立年月日
営業の開始年月日
設立後、途中で組織変更している場合でも当初の営業開始年月日を記載

○役員、企業内組織・支店等
最新のもの
別紙添付も可

○営業種目
開始年月日の古いものから記載

○年間売上高
前年、前々年（直前決算、及びその前年決算）の売上高（千円未満切り捨て）

○官公庁との取引
資格審査を申請する日の直前２年間

「国」には、独立行政法人、国立大学法人等（国立大学法人法（平成 15 年法律第 112
号）第２条第５項に規定する国立大学法人等をいう。以下同じ。）及び特別法の規定に
より設立された事業団を含むものとする。
「地方公共団体」には、地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成 15年法律第 118
号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）及び地方住宅供給
公社を含むものとする。

○情報セキュリティ管理体制
「情報セキュリティーマネジメントシステム」（ＩＳＭＳ）及びプライバシーマーク

の認証取得日及び有効期間を記入すること。
なお、従業員に対するデータ保護教育も具体的に記入すること


